








































とガイドライン」（以下、ガイドラインという）を平成 10 年 3 月に
































ても大幅に高額とはいえないとして、平成 23 年 3 月判決と同様に
消費者契約法 10 条前段該当性を認めながらも、後段には該当しな
いとして、特約の効力を肯定している。これら 3 つの最高裁判決に





については、消費者契約法施行前は、名古屋地判平成 2 年 10 月 19
日判時 1375 号 117 頁（小修繕特約は、賃貸人の修繕義務を免除し
たに留まり、賃借人に修繕義務を課するには特別の事情を要すると
したほか、通常損耗の回復費用は賃貸借契約の性質上本件賠償特
約には含まれないとした判決）、大阪高判平成 12 年 8 月 22 日判タ
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賃借人の一般的な原状回復義務としか読めないから、賃借人負担の
特約はなかったとした判決）、東京地判平成 12 年 12 月 18 日判時
1758 号 66 頁（特約の文言解釈上自然損耗を含まない趣旨であると
解することは困難であり、通常損耗も含めて賃借人が負担すべきと
して、特約を有効と判示）、神戸地裁尼崎支部判平成 14 年 10 月 15








15 年 11 月 21 日「兵庫県住宅供給公社事件」判時 1853 号 99 頁（特
約は不成立で無効と判示）、②大阪高判平成 16 年 5 月 27 日「大
阪府住宅供給公社事件１」判時 1877 号 73 頁（特約は有効と判示）、
③大阪高判平成 16 年 7 月 30 日「大阪府住宅供給公社事件２」判





















































【1】最判平成 17 年 12 月 16 日（敷金返還請求事件、裁時 1402 号 6 頁、










































































平成 13 年 4 月 1 日消費者契約法施行以後に通常損耗等の回復費
用に関する特約が問題となった事件については、【1】最判平成 17
年以前の判決として、民間住宅に関する④大阪高判平成 16 年 12 月
17 日判時 1894 号 19 頁（敷金返還請求控訴事件、特約は消費者契
約法 10 条により無効と判決）がある。事案は、X は、Y2 の担当
者と話をし、賃貸人 Y1 と会うことなく、賃貸借契約書・原状回復
等に関する連絡文書に調印し、賃料月額 5 万 5000 円、敷金 20 万円、


























































消費者契約法 10 条については、まず、民法 483 条（特定物の原状















敷引特約の有効性については、⑤神戸地判平成 17 年 7 月 14 日（保
証金返還控訴事件、判時 1901 号 87 頁）、⑥大阪地判平成 19 年 3 月
30 日（損害賠償請求控訴事件、損害賠償請求附帯控訴事件、判タ
1273 号 221 頁）、⑦京都地判平成 21 年 7 月 23 日（敷金返還請求事件、
判時 2051 号 119 頁）などがある 9。
⑤の神戸地判平成 17 年 7 月 14 日の事案は、賃借人Ｘが、1 か













































⑥大阪地判平成 19 年 3 月 30 日は、賃借人Ｘ（女性）が、1 か月

































の任意法規であること、賃料の 4 カ月分を超え、保証金の 6 割を超
える高額・高率の敷引特約は、不文の任意法規や契約の一般法規に
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⑦京都地判平成 21 年 7 月 23 日の事案は、賃借人Ｘが、1 か月賃
料 5 万 8 千円、共益費 5 千円で期間 2 年自動更新、更新料 2 カ月分














































約書 10 条 2 項により賃貸人にも中途解約権が留保されているから、
賃借人のみに一方的に負担させる合理性はないとしている。












































【2】最判平成 23 年 3 月 24 日（敷金返還等請求事件、民集 65 巻
2 号 903 頁、判時 2128 号 33 頁、判タ 1356 頁 81 頁）
《事実》
X（原告・控訴人・上告人）は、平成 18 年 8 月 21 日、Y（被
告・被控訴人・被上告人）から京都市のマンションの一室（専有面
積約 65.5㎡）を、同日から平成 20 年 8 月 20 日まで、賃料１か月 9
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万 6000 円で賃借する旨の賃貸借契約を締結した。 本件契約書には、
以下の契約条項があった。X は、本件契約締結と同時に、保証金と
して４０万円を Y に支払う（3 条 1 項）。本件保証金をもって、家
賃の支払，損害賠償その他本件契約から生ずる X の債務を担保す
る（3 条 2 項）。X が本件建物を明け渡した場合には、Y は、契約
締結から明渡しまでの経過年数に応じた額（敷引金：経過年数 1 年
未満 控除額 18 万円、2 年未満 21 万円、3 年未満 24 万円、4 年未
満 27 万円、5 年未満 30 万円、5 年以上 34 万円）を本件保証金か
ら控除してこれを取得し、その残額を X に返還するが、X に未納
家賃、損害金等の債務がある場合には、上記残額から同債務相当額




引金により賄い、X は原状回復を要しない（19 条 1 項）。X は，本
件契約の更新時に、更新料として 9 万 6000 円を Y に支払う（2 条
2 項）。
X は、平成 18 年 8 月 21 日，本件契約書 3 条 1 項に基づき、本件
保証金 40 万円を Y に差し入れた。本件契約は平成 20 年 4 月 30 日
に終了し、X は、同日 Y に対し本件建物を明け渡した。Y は、平
成 20 年 5 月 13 日、本件契約書３条４項に基づき、本件保証金から
本件敷引金 21 万円を控除し、その残額である 19 万円を X に返還
した。なお、X は、本件保証金のほかに一時金の支払をしていない。


























































































用は、家賃に含まれないものとするとの規定（19 条 5 項）が存在
すること、⑤別紙「損耗・毀損の事例区分（部位別）一覧表」は、










札幌法学 24 巻 2 号（2013）
として、通常損耗以外のリフォーム費用を賃借人に負担させること
になる）、⑧マンション一戸当たりの復元費用基準表があり、畳表
















































































【3】最判平成 23 年 7 月 12 日（保証金返還請求事件、裁判集民事
237 号 215 頁、判時 2128 号 33 頁、判タ 1356 号 81 頁）
《事実》
X（原告・被控訴人・被上告人）は、平成 14 年 5 月 23 日、Ａか
ら京都市所在のマンションの一室を、同日から平成 16 年 5 月 31 日
まで、賃料 1 か月 17 万 5000 円の約定で賃借する旨の賃貸借契約を
締結した。X とＡとの間で作成された本件契約書には，次のような
条項があった。 賃借人は、本件契約締結時に保証金として 100 万










X は、本件契約の締結に際し、本件保証金 100 万円をＡに差し
入れた。Y（被告・控訴人・上告人）は、平成 16 年 4 月 1 日、Ａ
から本件契約における賃貸人の地位を承継し、その後、Y との間で、
本件契約を更新するに当たり、賃料の額を 1 か月 17 万円に減額す
ることを合意した 本件契約は平成 20 年 5 月 31 日に終了し、X は、
同年 6 月 2 日 Y に対し、本件建物を明け渡し、平成 20 年 6 月 29 日、
Y に対し本件保証金 100 万円を同年 7 月 7 日までに返還するよう
催告した。Y は、同月 3 日本件保証金から本件敷引金 60 万円を控
除した上、X が本件契約に基づき Y に対して負担すべき原状回復
費用等として更に 20 万 8074 円（原状回復費用 17 万 5500 円、明渡
し遅延による損害金 2 万 2666 円、消費税 9908 円の合計）を控除し、
その残額である 19 万 1926 円を X に返還した。そこで、X が返還
を受けていない 80 万 8074 円及び遅延損害金の支払いを訴求した。
原審は、本件特約は、公の秩序に関しない規定の適用による場合に
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結に当たり、本件特約の法的性質等を具体的かつ明確に認識した上






















のということはできない（最高裁平成 21 年（受）第 1679 号同 23
年 3 月 24 日第一小法廷判決・民集 65 巻 2 号搭載予定参照）。」
「本件契約書には，1 か月の賃料の額のほかに、X が本件保証金
100 万円を契約締結時に支払う義務を負うこと、そのうち本件敷引



































































その残額から原状回復費用 17 万 5500 円（債務不履行による特別損











































































成 16 年は、民法 483 条（特定物の原状の引渡し）、400 条（善管






































































































































判平成 23 年 3 月の事案では、契約条項で、通常損耗等について
は敷引金でまかなうと規定されていたのに対して、【3】最判平成
23 年 7 月の契約書には，賃料の定めのほかに、保証金のうち敷
















































として、賃貸人は修繕義務を負う（民法 606 条 1 項）のであり、

































加額を自ら選択して償還義務を負う（民法 608 条 2 項準用規定の



























































































としている 31。この見解は、消費者契約法 10 条についても、10
条前段に関しては、通常損耗回復費用の賃借人負担特約は、民






ともに、主に消費者契約法 10 条該当性の判断に移行し 32、敷引



























状回復を要しない旨の定めがある【2】最判平成 23 年 3 月の事案

















るものではないとの見解 38、【1】最判平成 17 年と、【2】最判平
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より賃貸人が賃借人に対して取得することのあるべき一切の債権
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を担保し















































































































































































































































































































































は、敷引特約に関する【2】最判平成 23 年 3 月、【3】最判平成
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注
1 　国民生活センターの報道発表資料「賃貸住宅の退去時に伴う原状回復に関







2 　これらの判決及び次の最高裁平成 17 年判決については、以前、拙稿・野口
大作「賃貸住宅の通常損耗と回復費用負担特約」札幌法学 18 巻 1 号 29 頁以
下で論じているが、本研究においても極めて重要な事例と判決であるので再
掲し、他の論文・判例批評とともに分析する。
3 　この点に関しては、千葉恵美子「判批（大阪高判平成 16 年 5 月 27 日及び
大阪高判平成 16 年 7 月 30 日）」判例評論 562 号 26 頁が詳しく述べている。
4 　島田佳子「建物賃貸借契約終了時における賃借人の原状回復義務について」
判タ 1217 号 68 頁は、本件特約は、特に詳細なものであったにもかかわらず、
合意が認定されなかったことから、負担内容の明確性、具体性の認定は厳格
にすべきことが示されたとしている。
5 　内田勝一「判批（最判平成 17 年 12 月 16 日）」平成 17 年度重要判例解説・












小山泰史「判批（最判平成 17 年 12 月 16 日）」立命館法學 325 号 773 頁、宮
澤志穂「判批（最判平成 17 年 12 月 16 日）」判タ 1210 号 60 頁、和根﨑直樹「判
批（最判平成 17 年 12 月 16 日）」判タ 1245 号 53 頁も、本判決の射程は民間
住宅まで及ぶとしている。
6 　中田裕康「民法判例の動き」平成 17 年度重要判例解説・ジュリスト臨時増
刊 1313 号 65 頁。











て、沖野真巳「判批（最判平成 17 年 12 月 16 日）」消費者法判例百選・別冊ジュ




















また、千葉「判批（最判平成 23 年 3 月 24 日・最判平成 23 年 7 月 12 日）」判
例評論 640 号 11 頁も参照。
10　なお、定額補修分担金特約については、京都地判平成 20 年 4 月 30 日判時
2052 号 86 頁、大阪高判平成 20 年 11 月 28 日判時 2052 号 93 頁、京都地判
平成 21 年 9 月 25 日判時 2066 号 95 頁がある。例えば、京都地判平成 20 年
















11 　民集 65 巻 2 号 277 頁。
12 　なお、最高裁は、賃貸住宅の更新料に関する最判平成 23 年 7 月 15 日民集





13 　執行秀行「判批（最判平成 23 年 7 月 12 日）『敷引契約は消費者契約法 10
条により無効となるか』」新・判例解説 Watch 民法（財産法）4 号 71 頁。
14 　最高裁調査官の武藤貴明「時の判例（最判平成 23 年 3 月 24 日）」ジュリス

















16 　先の岡野裁判官の反対意見参照。中川敏宏「判批（最判平成 23 年 7 月 12 日）
『居住用建物賃貸借における敷引特約と消費者契約法」』」法学セミナー 683
号 124 頁も同旨。




（2011 年 8 月）9 頁以下。
19 　我妻栄『債権各論　中巻一（民法講義Ⅴ 2）』（岩波書店 1957 年）445 頁。
20 　三宅正男『契約法（各論）下巻』（青林書院　1988 年）835 頁。
21 　星野英一『借地・借家法』（有斐閣　1969 年）201 頁。
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22 　石外克喜・幾代通＝広中俊雄編『新版注釈民法 (15)』302 頁。








24 　内田貴『民法Ⅱ 債権各論 [ 第 2 版 ]』（東大出版会　2007 年）178 頁、近江
幸治『民法講義Ⅴ　契約法』〔第 2 版〕（成文堂　2003 年）191 頁、大村敦志『基
本民法Ⅱ〔債権各論〕〔第 2 版〕』（東大出版会 2005 年）96 頁。
25 　末弘厳太郎『債権各論』（有斐閣 1918 年）585 頁、鳩山秀夫『増訂日本債
権法各論』（1925 年 岩波書店）455 頁、我妻・前掲書 443 頁、望月礼二郎「不
動産賃貸人の修繕義務」・契約法体系刊行委員会編『契約法体系Ⅲ賃貸借・消
費貸借』（有斐閣 1966 年）3 頁。
26 　星野・前掲書 201 頁・624 頁、石外・前掲書 302 頁。
27 　千葉・前掲論文 367 頁。
28 　例えば、近江・前掲書 191 頁は、「特約である以上は一般に有効であろうが、
しかし、606 条（賃貸人の修繕義務）や 608 条（賃借人の費用償還請求権）
に抵触するような悪質な特約は無効と解すべきであろう。」としている。
29 　生熊長幸「判批（大阪高判平成 15 年 11 月 21 日）」判例評論 552 号 14 頁。
30 　千葉・前掲「判批（大阪高判平成 16 年 5 月 27 日及び大阪高判平成 16 年 7
月 30 日）」27 頁、千葉・前掲論文 372 頁。
31 　千葉・前掲論文 377 頁。






理の消費者契約法 10 条への進出」NBL954 号 13 頁以下。
34 　山本豊・前掲論文 20 頁。これに対しては、千葉恵美子「判批（最判平成





35 　山本豊・前掲論文 21 頁。
36 　大澤彩「判例研究　敷引特約の有効性と消費者契約法 10 条（最判平成 23・3・
24、同 23・7・12）」現代消費者法 13 号 110 頁以下。
37 　執行・前掲「判批（最判平成 23 年 7 月 12 日）」 69 頁。
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38 　鈴木恵「消費者判例レビュー」現代消費者法 13 号 76 頁。
39 　島川勝「敷金・更新料についての最近の最高裁判決と消費者契約法 10 条」
法律時報 84 巻 2 号 107 頁。
40 　千葉・前掲「判批（最判平成 23 年 3 月 24 日・最判平成 23 年 7 月 12 日）」14 頁。
41 　丸山絵美子「判批（最判平成 23 年 3 月 24 日）」平成 23 年度重要判例解説ジュ
リスト臨時増刊 1440 号 64 頁。
42 　小野秀誠「判批（最判平成 23 年 3 月 24 日）」私法判例リマークス（2012〈下〉）
45 号 33 頁。
43　潮見佳男「判批（最判平成 23 年 3 月 24 日）『敷引判決の問題点―最判平成
23・3・24』」消費者法ニュース 88 号 233 頁。
44 　丸山・前掲「判批（最判平成 17 年 12 月 16 日）」123 頁は、「最高裁の判断
は、事業者が一方的に契約条項を設定するような場合、条項は明確・平易で
あるべき、という透明性の原則（消費者契約法 3 条 1 項参照）にかなうもの」




ら」し、「消費者契約法 3 条 1 項では努力義務にとどめられた透明性の原則
（契約条項の明確性および平易さの要請）を、合意の範囲画定および条項解
釈面での法的効果を伴うものとして具体化するものである。」と評価していた。






3 条 1 項の趣旨に合致するとしている。
45 　丸山・前掲「判批（最判平成 17 年 12 月 16 日）」123 頁は、今後は、「契約
条項が具体的・明確に顧客不利に書き直される可能性が伴うことには、注意
が必要である。」としていた。









48 　執行・前掲「判批（最判平成 23 年 7 月 12 日）」70 頁。
49 　大澤・前掲「判批（最判平成 23・3・24、同 23・7・12）」114 頁、116 頁、執行・
前掲「判批（最判平成 23 年 7 月 12 日）」 69 頁、島川・前掲論文 111 頁など多数。
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50 　小野・前掲「判批（最判平成 23 年 3 月 24 日）」33 頁、大澤・前掲「判批（最
判平成 23・3・24、同 23・7・12）」117 頁。なお、清水元「判批（最判平成








51 　大澤・前掲「判批（最判平成 23・3・24、同 23・7・12）」117 頁。
52 　潮見・前掲「判批（最判平成 23 年 3 月 24 日）」233 頁、丸山・前掲「判批（最
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